
1 はじめに

本研究は、仕事における共同に関する人びとの
認識のありようと実態との関係について検討する
ものである。
人びとがどのような仕事のありようを望ましい
と考えるか、職業に対してどのような要素を重要
視しているか（≒理想）については、これまで
種々の議論がなされてきた。こうした意識を「仕
事における重要性認識（以下、重要性認識と略
記）」と呼ぶとすれば、これまでの重要性認識に
関する研究での論点は大きく（A）認識の構造を
明らかにするものと（B）認識の規定要因を検討
するものの 2つに分けられる。前者についての議
論では「高収入」「地位」「自律性」や「ワークラ
イフバランス」など、複数次元がありうることが
よく指摘される（荒牧 2001：佐藤・広田 2003：
谷田 2007：米田 2008：林 2010等）。一方後者に
ついての議論では、性別、階層変数、家族や所属
集団など多くの要因がこの判断に関わることが明
らかにされている（渡辺・平井 1999：中里
2005：松本 2008：米田 2008：山本 2013等）。こ
うした（A）および（B）についての議論のなか
では、本研究で注目する共同性について言及され
ることも少なくない（山本 2013等）。
また、共同の実態（仕事の場面における実際の
程度）が重要な変数として扱われている議論とし
ては、職務満足度研究が挙げられる。従来、満足
度を高める要因としては自律性や有意味・有意義
性、フィードバックなどがよく指摘されていた

（Hackman & Oldham 1980：田尾 1984：山下 1998

など多数）。特に社会学分野の研究では、このな
かでも自律性に注目した研究が充実しており、自
律性と社会階層、パーソナリティの関係などにつ
いての検討は数多くなされている（Kohn &

Schooler 1983、吉川編著 2007等）。これに対し最
近では、「職場での協力」といった変数を用いて
分析をおこない、職務満足度に対して自律性など
と同等に重要な要素であることを指摘するものが
見られる（山本 2010など）。
以上のように、仕事における共同に関する検討
は重要性認識を扱う議論、職務満足度に関わる議
論のいずれにおいてもなされており、それぞれで
一定の知見が得られている。しかしながら、重要
性認識と職務の実態・職務満足度は基本的にそれ
ぞれが別の文脈で議論されており、相互の関係性
についてはあまり検討されていない1）。すなわち
共同の重要性認識と実態とがどのような関係にあ
るのか、それが職務満足度とどう関わりうるの
か、といった点については上記の研究の中では触
れられておらず、ほとんど検討がなされていない
のが現状である。
こうした背景をふまえ、筆者は重要性認識と実
態との間で生じる「ギャップ」についての検討を
おこなってきた。少なくともこれまでの研究によ
って、職務の実態だけではなく、人びとが重要だ
と考える水準と実態との「ギャップ」もまた職務
満足度を考えるうえで重要な要因であること、特
に共同に関して言えば仕事の実態とは別に、「ギ
ャップ」が独自に職務満足度に影響しうる要因と
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なっていることが確認されている（山本 2018）。
ただしこれまでの分析の主眼は、種々の要因の
「実態」と「ギャップ」が職務満足度にどう関わ
りうるかという点にあり、要因 1つ 1つに注目し
た詳しい分析はまだなされていない。
そこで本稿では、仕事の要素のなかでも共同に
焦点を当て、人びとの重要性認識と実態との「乖
離（≒ギャップ）」に関してさらに詳しく、多角
的な観点で検討することにしたい。「乖離」はど
こで生じやすいのか、「乖離」が生じることで何
がもたらされるのか、といった点についての分析
をおこない、現代労働者における共同のありよう
を明らかにすることが、本研究のねらいである。

2 データと本研究における検討課題

2.1 分析に用いるデータと変数
（1）データと使用する項目について
分析には、これまでの研究で使用していたもの
と同じインターネット調査によって収集されたデ
ータを用いる2）。同データは 2015年 3月に実施
されたものであり、仕事の幅広い要素の重要性認
識とその実現具合（＝以下「実態」）について訊
ねる項目が設けられている。また、仕事に関する
意識についての質問も設けられており、本研究の
ような観点に基づく分析をおこなうのに適したも
のだといえる。

表 1 種々の要素の重要性認識・実態をとらえるための項目
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表 1は、本稿における分析で中心的に使用する
重要性認識と実態をとらえるための項目の分布を
示したものである。重要性認識、実態のいずれも
4段階で訊ねられており、分析に際しては項目そ
れぞれについて「重要である」「実現している」
ほど点数が高くなるよう点数を調整する。
このうち分析の中心となる共同をあらわす指標
として使用するのは、「同僚が協力的であること」
「一緒にいて楽しい同僚がいること」という 2つ
の項目である3）。したがって、本稿において検討
するのは、「仕事における共同」のなかでも「同
僚との良好な関係に基づく協力的なようす」とい
う側面である。

（2）重要性認識、実態として用いる変数の設定
上記の実態、重要性認識を実際に分析していく
にあたって、まずは分析の中心となる共同がその

他の諸要因とどのような関係にあるのか、という
ことを把握しておく必要がある。筆者が以前行っ
た分析では、まず因子分析により重要性認識の構
造を検討し、そこで確認された要因の分類を基準
にして重要性認識および実態の変数を設定すると
いう手順をとっていた（山本 2018）。本稿でも同
様に、まず重要性認識を用いて諸要因の構造を確
認しておこう。
重要性認識についての諸項目を用いて因子分析
を行った結果が、表 2である。表からまず、本稿
で用いることにした共同に関する 2つの項目が、
その他の要因とは独立した 1つの軸となっている
ことが分かる（第 6因子）。「同僚との良好な関係
に基づいて協力的であること」もまた、人びとの
重要性認識において主な要因の 1つになり得てい
ると見なしてよさそうである。これ以外の第 1因
子や第 3因子、第 5因子はいわゆる仕事の「外的

表 2 重要性認識の構造分析（因子分析主成分解、ヴァリマックス回転後）
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価値」に関わるものであり、それぞれ適正、待
遇、地位をあらわすものだと見なせる。また、第
2、第 4因子は「内的価値」に関わるものであり、
前者は有意味性、後者は自律性をあらわしている
と考えられる。
以上をふまえ、分析において中心的に使用する
共同の重要性認識の指標は、「一緒にいて楽しい
同僚がいること」「同僚が協力的であること」に
ついて重要だと思うかどうかを訊ねた質問の回答
の合計点とする。また、実態についても筆者の以
前おこなった分析の際と同じく、重要性認識の分
類に準じて変数設定をおこなう（山本 2018）。し
たがって、共同の実態の指標は、「一緒にいて楽
しい同僚がいること」「同僚が協力的であること」
について実現できているかどうかを訊ねた質問の
回答の合計点とする。例えば、ある者が「一緒に
いて楽しい同僚がいること」について重要性認識
では「重要である（4点）」、実態では「やや実現
できている（3点）」と回答しており、「同僚が協
力的であること」について重要性認識では「あま
り重要ではない（2点）」、実態では「まったく実
現できていない（1点）」と回答していたとする。
この場合、この者の共同に関する重要性認識のス
コアは（4＋2＝）6であり、実態のスコアは（3

＋1＝）4となる。

2.2 本研究で検討すべき課題
本稿では、次のような点が主な検討課題とな
る。まず、（1）重要性認識と実態の「乖離」が、
どのような属性において特に表れやすいのか、と
いう点である。筆者の以前おこなった分析では
「ギャップ」をあらわす指標として重要性認識と
実態の「差」を用いていた。ただしこの指標を用
いる場合、「重要だと考える水準がどれだけ達成
されているか」を表現することが可能になるが、
他方で「過達成」すなわち「重視する水準は低い

が実態の水準は高い」状態をうまく処理できな
い、という難点があった（山本 2018）。この点を
クリアにすべく、今回は共同の重要性認識と実態
のそれぞれを従属変数とし、社会的属性を独立変
数とした重回帰分析をおこなう。独立変数の効果
に違いが見られるかどうかで、重要性認識と実態
の乖離が生じうるポイントの類推を試みたい。
次に、（2）重要性認識と実態の乖離と職務満足
度・転職志向との関連を検討する。以前の分析に
おいて既に満足度との関連は明らかになってい
る。しかし上述のように分析に用いている指標に
やや難点があるため、実際の関連が上手く表現さ
れていない可能性も否定できない。今回は、重要
性認識の度合いと実態の度合いを組み合わせた類
型を作成し、それぞれの平均値の違いを見ていく
かたちで関連を確認する。また、併せて転職志向
についても同様に分析をおこない、重要性認識と
実態との間に乖離を抱えた人びとの仕事を取り巻
く意識のありようを描き出したい。
さらに、（3）重要性認識と実態との間に乖離が
ある者とない者で、満足度を規定する要因がどう
違いうるかついての検討もおこないたい。共同の
重要性認識と実態に乖離のある（共同を重要視す
るが、それが達成できていない）人びとほど満足
度が低い傾向にあることは先行研究で確認されて
いる。ただしこの乖離の影響は、満足度に対する
直接的なものだけに限らないかもしれない。例え
ば、共同以外の仕事の要素も職務満足度には影響
するのであれば、共同によって満足が得られない
ぶん、他の要因により依存しやすい傾向があるか
もしれないのである。回帰分析における効果の違
いをみるかたちで、この点も確認する。
図 1は、上記の検討課題において想定している
変数の関連を示したものである。以下の分析で
は、図のうち破線で結ばれた部分の関連について
それぞれ検討していくことになる。

同志社社会学研究 NO. 23, 2019

4



3 共同の理想と現実のありようとその帰結

3.1 重要性認識と実態の「乖離」がどこで生じ
やすいか
まず、検討課題（1）から確認しよう。先に述
べたように、ここでは共同についての重要性認
識、実態それぞれを従属変数とした重回帰分析を
おこなう。独立変数に用いるのは性別（基準：女
性）、年齢、学歴（初等・中等／高等の 2区分、
基準は初等・中等）、従業上の地位（基準：典型
職）、企業規模（基準：6人未満）、職種（基準：
事務職）、労働時間、勤続年数である。
重要性認識と実態の乖離がどこで起こりやすい
のかは、従属変数に対する独立変数の効果の違い
を見て確認することになる。例えば、性別の効果
は重要性認識に対してはプラスであるが、実態に
対してはマイナスである、といった結果が得られ
たとする。この場合、女性より男性の方が共同の
重要性認識は高くなりやすいが、その一方で男性
の方が共同性の実態は低くなりやすい、というこ
とを意味する。したがって、この場合は女性に比
べ男性ほうが共同に関して重要性認識と実態の乖
離が起こりやすいことをあらわすことになる。
分析の結果を示したものが、表 3である。表か
ら、次のようなこと読み取れる。共同の重要性認
識には性別、年齢、従業上の地位、職種、労働時

間が影響する。男性より女性、年長より若年層、
事務職より販売職、労働時間の長い者ほど共同を
重要だと考えやすい。また、典型雇用者に比べる
と自営業者は共同を重要だと考えない傾向がある
ようだ。以上の傾向をやや大雑把にまとめると、
組織において相対的につらい立場におかれやすい
者ほど共同を重要だと考えやすい傾向があるので
はないか、という可能性が想起される。こうした
人びとは日々つらい立場におかれやすいからこ
そ、そのつらさを分かち合う仲間を希求している
のではないだろうか。
他方、共同の実態には性別、従業上の地位、職
種が影響する。男性より女性、初等・中等学歴よ
り高等学歴の者、事務職に比べ販売職や専門・管
理職の者は実際の仕事の中で共同を実現しやす
い。また、典型職に比べ非典型職や自営業者は共
同の実態水準は低いようである。
以上をふまえると重要性認識および実態に対し
て効果の違いから、認識と実態の乖離が生じやす
いポイントが推察できる。認識と実態の乖離のう
ち最も問題にすべきは、「共同を重要だと考えて
いる一方で、実態の水準がそれに追いつきにく
い」というパタンであるが4）、表から、このよう
な傾向を顕著に示しているのは年齢と労働時間だ
と分かる。若年層、そして労働時間の長い者たち
は他に比べて共同性を重要だと考えやすい。しか

図 1 本稿の分析において想定する変数連関
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しそのように考えているからと言って、彼らが仕
事の中で共同をより達成できているわけではな
い。それゆえ彼らのような人びとにおいて、特に
重要性認識と実態の乖離が起こりやすくなってい
ると考えられる。

3.2 「乖離」は人びとに何をもたらすか
（1）「乖離」と職務満足度・転職志向との関係
検討課題（2）の分析に移ろう。共同の重要性
認識と実態の乖離は、若年層や労働時間の長い者
において特に生じやすいことは分かった。では、
そうした乖離は、人びとの職務満足度にどう関わ
りうるのか。筆者が以前検討した方法とは別のも
のを用いて、改めてこの点を確認してみたい。
また、ここでは満足度と併せて転職志向につい
ても検討したい。単純に考えるならば、現在の仕
事に不満を抱えている者ほど転職を強く志向する

はずである。ただし、その不満の出所が労働条件
や仕事内容のようなものであった場合、職場の人
間関係の良さがその者の転職志向を抑制すること
もあり得る5）。職場の仲間同士でつらさを分かち
合い、共に生き残ろうと結束を高める、といった
ことも珍しくないからである。しかし、その人間
関係に理想と現実の乖離を抱えているとすれば、
そうした結束に身を置くことさえも期待できな
い。このため、そうした人びとは他の者に比べ極
端に転職志向が強くなることも考えられるだろ
う。このような点をふまえ、転職志向もここで検
討しておきたい。
調査では、現在の仕事に対する満足度について

「満足している」～「不満である」までの 5段階で
訊ねる項目、転職の意向について「ぜひとも変わ
りたい」～「全然変わりたいとは思わない」までの
4段階で訊ねる項目が設けられている。ここでは

表 3 共同の重要性認識・実態の規定要因（偏回帰係数）
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前者を職務満足度、後者を転職志向をあらわす指
標として用いることにする。「満足している」「ぜ
ひとも変わりたい」と思っているほど点数が高く
なるよう調整した変数の平均値は、職務満足度が
3.331（標準偏差 0.969）、転職志向が 2.307（標準
偏差 0.790）である。
実際の分析は、重要性認識と実態の組み合わせ
による類型（共同重視－実態類型）を作成し、そ
れぞれの平均値の差を見るかたちで進める。具体
的な類型設定の手順は、次のとおりである。ま
ず、共同の重要性認識と実態のそれぞれについ
て、数値の高低を基準に全体を 2分割しておく。
このうち重要性認識について数値の低いグループ
は、そもそも共同を重視しない群であると見な
し、「非重視」とする。これに対し共同の重要性
認識の高いグループは、その内部をさらに実態の
高いグループと低いグループに分ける。前者は共
同を重視しており、その重視する水準が得られて
いる人びとだとみなし「重視・達成」群、後者は
重視しているにもかかわらずそれが実現できてい
ない「重視・非達成」群とする。サンプル全体を
以上のような手順で「非達成」「重視・達成」「重
視・非達成」に分けたものを、共同重視－達成類
型として以下の分析に用いる。
職務満足度と転職志向について類型ごとの平均
値の差を見たものが、表 4である。表からはやは
り、「重視・非達成」の者は満足度が顕著に低い
ことが分かる。「非重視」、すなわち共同を重視し
ない人びとの不満はそれほど高くないのとは対照
的に、共同を重視しているにもかかわらずそれが
達成できていない人びとは、他の誰よりも不満を
抱えているようである。
また表からは、「非重視」「重視・達成」に比べ

「重視・未達成」の人びとの転職志向の高さが顕
著であることもわかる。「重視・未達成」の人び
とは仕事において不満を抱えやすい傾向が見られ

ていたが、彼らはその不満の高さゆえに他の仕事
に移りたいと考えやすいのだと思われる。

ところで、先の分析では若年層や労働時間の長
い人びとが特に「重視・未達成」になりやすい傾
向が見られていた。彼らはえてして弱い立場にお
かれやすく、そのため共同を重要だと考えがちに
なるものの、現実にはそれが叶いにくいという状
況にあった。仮にこれが正しいとするならば、若
年層や労働時間の長い人びとが「重視・未達成」
になった場合、特に不満と転職志向が強くあらわ
れる可能性が高いと思われる。さらに言えば、若
年であること、労働時間が長いことという条件が
重なる場合はいっそう「重視・未達成」になりや
すくなり、その場合不満や転職志向もまた極端に
高まるのではないだろうか。
こうした点を確認するため、先に見た職務満足
度、転職志向の共同重視－達成類型別の平均値
を、さらに「若年」「長時間労働」という条件を
加えて検討してみたい。なお、分析に用いる N

を確保したうえで大まかな傾向を見るという目的
のもと、ここでは便宜的に「若年層」は 45歳未
満、「長時間労働」は 1日 8.5時間以上（「WH 8.5

表 4 類型ごとに見た職務満足度・転職志向
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時間以上」と略記）と定義することにした。
分析の結果が、表 5および図 2である。このう
ち表 5は条件ごとに限定して類型間の平均の差を
分析した結果であり、図 2は対照的な「重視・達
成」群と「重視・未達成」群の結果について、条
件ごとの標準得点を図示したものである。
職務満足度、転職志向のいずれも、条件別にみ
た場合にも類型ごとの平均値には有意な差が見ら
れる。どのような条件においても、「重視・未達

成」の人びとは他の者よりも職務満足度が低く、
転職志向は高いようである。ただし、その差は一
定の条件においてさらに顕著にあらわれているこ
とも分かる。具体的には、45歳未満の人びとの
なかの「重視・未達成」、あるいは労働時間が 8.5

時間以上の人びとのなかの「重視・未達成」は、
職務満足度が全体の場合よりも明らかに低くなっ
ており、転職志向は明らかに高い。このことから
若年や長時間労働の者にとっては、共同を重要だ

表 5 類型ごとに見た職務満足度・転職志向（平均値の差、条件別）

図 2 「重視・達成」類型と「重視・未達成」類型の違い（条件別、標準得点）
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と考えているにもかかわらずそれが達成できてい
ないことが、特に不満や転職志向につながりやす
いのではないかと考えられる。
さらに表からは、45歳未満かつ労働時間 8.5時
間以上の人びとのなかの「重視・未達成」は、他
のどの場合よりも職務満足度が低く、転職志向が
高いことが分かる。このことから、若年であるこ
とと、長時間労働であることという条件が重なっ
た場合、「重視・未達成」が不満を抱え転職を希
望する傾向がとりわけ強く見られると考えられる
だろう。

（2）満足度を高める要因への波及
共同を重視する水準が現実にどの程度達成され
ているかが、職務満足度や転職志向に大きく影響
していることは明らかなようである。ところで、
これまでの研究において、共同に関わる要因は職
務満足度に対して最も重要な効果を示すことは明
らかになっている（山本 2010）。共同が満足度に
関して重要な要素であるとすれば、その理想と現
実に大きな乖離を抱えていた場合、それは直接満
足度を左右するだけでなく、満足度をもたらすメ
カニズム全体にも大きな影を落としうるのではな
いかとも考えられる。重要性認識と実態の乖離の
総合的な影響を確認する意味でも、最後にこの点
を検討しておきたい。
ここでは、職務満足度を従属変数とした重回帰
分析を共同重視－実態類型別におこない、その結
果の相違をみることで上記の点を確認していく。
独立変数には、表 3の分析で用いた性別、年齢、
学歴、従業上の地位、企業規模、職種、労働時
間、勤続年数に加え、表 2で確認されている共同
以外の要因（適正、有意味、待遇、自律、地位）
の実態変数も使用する。例えば、「重視・未達成」
の人びとにおいてのみ特定の要因に正の効果が見
られるような場合、彼らの満足度はその変数によ

り依存しやすい傾向があることをあらわす。
なお共同以外の 5つの要因の実態を表す指標
は、共同の実態変数と同様の変数設定をおこなっ
たものとする。すなわち、表 2で確認された重要
性認識の分類を基準として、各要因に含まれる項
目について実現できているかどうかを訊ねた質問
の回答の合計点を、それぞれの実態をあらわす指
標とする。
分析の結果が、表 6である。表からは、次のよ
うなことが読み取れる。いずれの類型においても
仕事の実態が満足度に強く影響しており、なかで
も適正、有意味、待遇は共通して正の効果を示し
ている。労働条件が適正範囲内であること、従事
する仕事に意味を感じられること、待遇がよいこ
となどは、共同の重要性認識と実態のありように
かかわらず、人びとの満足度に正の効果を持つよ
うである。しかし、自律や地位に関しては、共同
のありようによる効果の違いが見られる。地位が
職務満足度に結びつくのは「重視・未達成」の者
だけ、自律が職務満足度に結びつくのは「重視・
達成」の者だけに見られる傾向のようである。
また、モデルの説明率にも顕著な違いが見られ
ている。「重視・達成」の決定係数は他の類型に
比べ最も低い一方で、「重視・未達成」の決定係
数は最も高くなっている。すなわち、「重視・未
達成」の人びとの満足度はここで取り上げている
独立変数でかなりの割合が説明できるのに対し、
「重視・達成」の人びとでは同じ独立変数で満足
度を説明できる割合が低い。共同を重視している
にもかかわらずそれが達成できていない人びと
は、その他の要因が満足度を左右する程度が相対
的に大きいのであり、言い換えれば、そうした人
びとの満足度は共同以外の要因によって支えられ
ている面が大きいといえる。
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4 おわりに

分析結果をまとめると共に、それが意味すると
ころを述べておこう。検討課題（1）と（2）の分
析からは、次のようなことが明らかになった。

（Ⅰ）若年層、長時間労働の者たちは他に比べて
共同性を重要だと考えやすい。だが、それらの人
びとが他に比べ共同の実態が高いわけではなく、
それゆえこうした人びとにおいて重要性認識と実
態の乖離が起こりやすいと考えられる。

（Ⅱ）共同の重要性認識と実態に乖離を抱えたも
のは、そうでない者よりも職務に不満を抱きやす
く、転職志向が高くなりやすい。特に若年であり

長時間労働である者はその傾向が顕著である。

この結果は、若者の離転職の多さに関する議論
に対して大きな意味を持つのではないかと考えら
れる。「7・5・3離職」などという言葉があるよ
うに、特に若年層においては早期の離職が問題視
されることも多い。しかもそうした離職が起こっ
た場合、本人のやる気のなさや、就業意欲が問題
だと指摘されることも少なくない。だが、本稿で
の結果をふまえれば、また別の解釈、理解の可能
性を考えることができる。
若年層の人びとは、職業世界のメンバーとして
共同の場に身を置くことにより積極的な傾向があ
る。しかし実際の仕事の場面において、彼らが他
の人びとよりも共同を達成しやすいわけではな

表 6 類型別に見た職務満足度に対する効果の違い（偏回帰係数）
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い。それゆえ共同を重要だと考えていればいるほ
ど現実との乖離が起こりやすく、それゆえ不満や
転職志向を抱きやすくなってしまう、という事態
が生じてしまうのである。共同に積極的であるそ
の姿勢は決して職業世界に後ろ向きとはいえず、
むしろ前向きだと見なせるだろう。それゆえ一般
に言われるように早期に離職をする若者はやる気
がなく、職業に対する姿勢が未成熟であるとは限
らず、むしろ共同という職業世界のメンバーシッ
プに前向きなものほど離職するという場合も少な
くないのではないか、と考えることもできるので
ある。
また、検討課題（3）についての分析からは、

次のようなことが明らかになった。

（Ⅲ）共同の重要性認識と実態に乖離を抱えてい
るかどうかは、その他の要因が職務満足に及ぼす
効果にも影響する。特に乖離がある者たちにおい
ては、職務満足が共同以外の要因によって左右さ
れる程度が大きくなる。

筆者は、この結果は共同という要素が、人びと
の職務満足に関して根本的に重要な要因であるこ
とを示唆していると考える。例えば、共同の重要
性認識と実態に乖離のない人びとにおいてのみ自
律が効果を示していた。これまでの職務満足度研
究において、自律性が重要な要因だとみられてい
たのは先に述べた通りである。だが、本稿の結果
をふまえればその効果は限定的なものかもしれな
いとも考えられる。自律は確かに人びとの満足度
に影響し得る。だがそれはあくまでも共同が満た
されていればという条件のもとの話であり、共同
が本人の望む状態になければ、自律は効果を示さ
ない。したがって、職務満足度に関して根本的に
重要なのは共同であり、自律はそれに比べれば副
次的な効果しか持たない、と考えることもできる

のである。
また、乖離を抱えた者についての結果もまた、
共同の重要性を示唆していると思われる。共同の
重要性認識と実態に乖離がある、すなわち共同が
本人の望む状態にない場合は、（自律以外の）そ
の他の要因が職務満足度を左右する程度が大きく
なる。逆に共同が本人の望む状態にあれば、その
他の要因によって職務満足度が左右されにくくな
る。すなわち共同が望ましい状態にあれば、その
他の要因が職務満足度に対する効果は相対的に小
さくなっていくのである。
本稿の結果から、少なくとも仕事のありように
関する重要性認識は、単なる価値判断であるにと
どまらず、人びとの職業的充実にも大きく関わり
うるものだということはできるだろう。こうした
結果をふまえ、職業価値に関する研究、職務満足
度に関する研究のそれぞれにおいて、重要性認識
をふまえた検討をおこなうことによってさらなる
議論の展開が期待できるのではないかと筆者は考
えている。

〔注〕
１）重要性認識についての議論のなかでは職務満足度
について言及されることはあまりなく、同様に職
務満足度についての議論の中でも重要性認識が言
及されることもあまりない。このため、共同につ
いての重要性認識と実態がどう関わり得ているの
か、共同の重要性認識と職務満足度とはどのよう
に関連し得るのかといった点は不明だといえる。

２）同調査は、田靡裕祐氏（立教大学社会学部助教）
の科研による研究のなかで企画され、調査会社に
委託しインターネットのモニター登録をしている
20～79歳の有職者を基本対象として実施されたも
のである。属性の偏りを避けるため、性別・年齢
層別・学歴別の人口構成比（国勢調査ベース）に
比例するように回収割付数を設定し、2015年の 3
月に Web 上で実施された。有効回答数は 2668ケ
ースである。回答者のなかには無職者も含まれて
いるが、本稿では問題の設定上、議論の対象が有
職者に限られる。このため今回用いるデータのう
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ち分析に使用可能なサンプルは、基本的に無職者
を除外した 1664ケースになる。

３）以前筆者が同データを用いておこなった分析（山
本 2018）においては、共同をあらわす変数に上司
との関係や職場での平等な扱いといった項目も分
析に含められていた。だがこれらの項目は企業規
模や従業上の地位によって意味合いがかなり異な
ると考えられるため、今回は使用しないことにし
た。

４）「共同はそれほど重視しないが、実態は高い水準に
なりやすい」という意味での乖離は、当人に不満
をもたらすとはあまり考えにくいからである。た
だし、今回のような分析方法を取ればこのような
パタンがどこで生じやすいのかを確認することも
容易であるため、今後こうした点に注目した分析
も可能になっているということはできる。

５）先行研究では「共同に関する要因が、人びとの職
務満足度を高める要因として最も強い効果を示す」
と指摘するものがあるが（山本 2010）、こうした
指摘をふまえれば、職場においてより他者と共同
できていることが転職を抑制する働きをもってい
るとしても不思議はないだろう。

６）以前行った分析において、これら要因の実態の一
部が職務満足度に関係することが確認されている
ためである。

〔付記〕
本研究は、本研究は JSPS 科研費（26780293）の助成

を受けて行われた研究による成果の一部である。デー
タ分析にあたって、研究代表者からデータの提供を受
けた。
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